
Ô．減損会計関係
１．減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）に関する事項
\ 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額

プール棟 建物 埼玉県比企郡 118¶775¶671円

電話加入権 電話加入権 埼玉県比企郡 735¶000円

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金預金 113¶375¶022 113¶375¶022 `

] 未収入金 22¶398¶279 22¶398¶279 `

^ 業務未払金 (76¶784¶706) (76¶784¶706) (`)

_ リース債務（短期） (20¶710¶111) (20¶710¶111) (`)

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示している。

(注２) 金銭債権の決算日後の償還予定額

区 分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 113¶375¶022 ` ` `

未収入金 22¶398¶279 ` ` `

合 計 134¶773¶301 ` ` `

(注３) 業務未払金及びリース債務の決算日後の返済予定額

区 分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

業務未払金 76¶784¶706 ` ` `

リース債務 20¶710¶111 ` ` `

合 計 97¶494¶817 ` ` `

１ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除却債務に係る特定の除却費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細並
びに減損損失累計額

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

建 物 13¶436¶463 0 0 13¶436¶463 3¶443¶593 1¶575¶114 0 9¶992¶870

構 築 物 5¶785¶500 0 0 5¶785¶500 4¶346¶922 520¶695 0 1¶438¶578

車 両 運 搬 具 798¶000 798¶000 0 1¶596¶000 161¶475 110¶483 0 1¶434¶525

工 具 器 具 備 品 80¶038¶850 0 1¶912¶092 78¶126¶758 45¶506¶953 9¶699¶208 0 32¶619¶805

リ ー ス 資 産 53¶562¶571 0 0 53¶562¶571 43¶519¶590 13¶390¶643 0 10¶042¶981

計 153¶621¶384 798¶000 1¶912¶092 152¶507¶292 96¶978¶533 25¶296¶143 0 55¶528¶759
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(注１) 金融商品の時価の算定方法
資 産

G G G G

\ 現金及び預金、及び] 未収入金
これらの時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

負 債

G G G G

^ 業務未払金、及び_ リース債務（短期）
これらの時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

] 減損の兆候の概要
プール棟については、将来的な使用可能性が著しく低下する見込であることから、減損の兆
候有りと判断した。
電話加入権については、市場価格が著しく下落している。

^ 使用しなくなる日 プール棟平成27年度（予定）
２．電話加入権については、正味売却価額は帳簿価額から50％以上下落しているが、使用価値相当
額（ＮＴＴの公定価格）が帳簿価額を上回るため、減損の認識は行っていない。

Õ．重要な債務負担行為
該当事項はない。

Ö．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な預金に限定し、資金調達は行っていない。
未収債権等に係る顧客の信用リスクは、国の債権と管理等に関する法律等に沿ってリスク低減
を図っている。

×．資産除去債務関係
埼玉県から借用している土地（会館敷地等）の返還時において、不動産賃借契約に基づき必要と
なる原状回復に係る債務及び石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務に係る
債務を有しているが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間は明確でなく、また、将来会館を取
り壊して移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができない。そのため、
当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

Ø．賃貸等不動産関係
当法人は、埼玉県において、賃貸等不動産を保有しているが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏
しいため、注記を省略している。

Ù．重要な後発事象
該当事項はない。
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